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い,既 存研究 と比較 しその要因について考察 していく。
2.タ ーニ ングポイ ン トとしての雪印乳業集 団食中毒事件
① 事例 としての妥当性
食品企業による不祥事のインパクトと消費者行動の関係性について,雪 印
集団食中毒事件をもとに分析 してい く。本事件を事例 として取 り上げる理由






中毒事件 としては戦後最悪の規模である。食中毒事件 自体に注目してみ る
と,常に一定の確率で発生はしているものではあるが,本 事件がいかに大規
模なものであったのかを示すため,一 般的な被害状況 について概観 してお
く。1950年代以降の統計においては,年 間で1,000～3,000件発生 してお
り,その1事件あた りの患者数もおおよそ15～40人の間で推移している。






































社である雪印乳業の経営不振 も背景 となり業績が悪化,同 年4月に廃業 した。
二つの事件は雪印グループの解体 という結果を招いたに止まらず,食 品業
界,消 費者,経 済界全体そして行政に対 して大きな衝撃 を与えた。二つの事
件については 「一連の」雪印事件もしくは 「懲 りない」雪印グループという
烙印が押 されることも一 とりわけゴシップ的な関心から本件を取 り上げる場
合にはしばしば一あったが,先 の食中毒事件の衝撃があまりにも大きかった
という事実は重要である。食品の安全性について今 日では当然のように活発
に議論 されているが,こ の問題について消費者が敏感に反応 し企業 も迅速に
自主的な対応を取るようになったのは,これ らの事件以降である。また消費
者行政について漸進的な変化 しか見受けられなかった中,2003年に食品安
全基本法が制定 され,そ の後食品安全委員会が設置 されたこと,翌年には
消費者保護基本法を改正 し消費者基本法が成立す るなどの動 きは,明 らかに
本事件をはじめ とする食の安全性に関わる不祥事が引き金 となっている。ま
た,経 済同友会が2003年を 「CSR元年」 とする と宣言 して以降,CSR(企

















用牛乳,牛 乳,加 工乳 という用語の定義を確認 しておこう。飲用牛乳は牛乳
と加工乳を指す。牛乳 と加工乳は成分的に類似 したものであ り,流通 ・消費
の過程で これを一体的にとらえる場合が多いので,両 者を総称 して飲用牛乳
と呼ぶ。牛乳 とは生乳に生乳以外のものを混入することな く,厚生省令に定
める成分規格並びに製造及び保存の方法の基準に沿って製造されたものをい
う。加工乳 とは,生 乳,脂 肪乳,全粉乳,脂 肪粉乳等の乳および乳製品のみ

























縦 に10倍に引き伸ば して描いている。 トレン ドとしてデフレ傾向が見 られ
るため,全体 としてマイナスの変化率となっているが,そ れでも価格変動は
良 く分かる。
これ らのデータを見て興味深い点は,牛 乳の生産が価格の変化 に敏感に
反応 している点である。一般に価格が低下(上昇)すれば需要は増加(減 少)




で物価の優等生とされ,も ともと大 きな価格変動があまり見 られない商品で
ある。 このような背景を踏 まえると,事件後に発生 した価格に対するインパ










になる統計で,地 域別に見た としても正確性が保証 されていると見てよい。





別の価格変動を見ることにしよう。採用 した主要都市は,札 幌市,東 京都区
部,名 古屋市,大 阪市,奈 良市,和 歌山市,神 戸市,福 岡市である。価格変
化率はすべて前年同期比の変化率を採用 し,季節性の除去を行っている。図












名古屋市では2000年に入 り牛乳価格の低下が見 られていたが,事 件後し
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ばら く経過 した2000年9月以降に極端な価格の低下が見 られることになっ
た。2000年10月にはマイナス10.6%を記録 した。価格の低下傾向はその後
も収 まらず,2001年8月まで低下傾向に歯止めがかからなかった。
1→一大阪市 鴫 一奈良市 触 一和歌山市1
図4牛 乳価格の地域別変化率(大阪市,奈良市,和歌山市)
最 も極端な値動 きを見せたのが,雪 印事件の舞台ともなった近畿地方であ
る。図4に 大阪市,奈 良市,和 歌山市の牛乳価格変化率を示している。グラ











和歌山市 においては元 々価格 の低下傾 向が 見 られて いたが,事 件後 には大
きな下落 が起 こ り,2000年7月にはマイナス8.5%を記録 した。その後 もマ
イナス7%近 い下落が続 き,2001年10月にな るまでマ イナスが続 くことに
なる。
図5牛 乳価格の地域別変化率(大阪市,神戸市,福岡市)




続 き,2003年に入 るまで下落傾向は続いた と見てよい。神戸市 と和歌山市
では,極 めて長期にわたって下落傾向が続いたことになる。
福岡市になると事情が一変 し,事件に伴 う価格の下落はほとん ど見 られ
なかった。全体的に若干のマイナス傾向が見 られるが,日 本経済全体がデ










前節 と同様に,札 幌市,東 京都区部,名 古屋市,大 阪市,奈 良市,和 歌山





図6は,牛 乳購入数量の変化率を札幌市,東 京都区部,名 古屋市について















→一札幌市 一 東京都区部+名 古屋市
図7牛 乳購入価格の地域別変化率(札幌市,東京都区部,名古屋市)
図7は,牛 乳購入価格の変化率を札幌市,東 京都区部,名 古屋市について
見たものである。2000年7月の事件後,札 幌市において若干の購入価格の
低下が見 られるが,有 意な差 として確認することは難しい。
1+大 阪市+奈 良市+和 歌山市1
図8牛 乳購入数量の地域別変化率(大阪市,奈良市,和歌山市)
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→ 一大阪市 一を 奈良市+和 歌山市
図9牛 乳購入価格の地域別変化率(大阪市,奈良市,和歌山市)
図8と 図9は,そ れぞれ牛乳購入数量と購入価格の変化率について,大 阪
市,奈 良市,和 歌山市について見たものである。2000年7月の事件後につ
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費者物価指数年報」および 「小売物価統計」か らは,① 消費者にとって望
ましくない事象に関する情報量と消費者行動における危険回避的行動は比例
する,② 事件のインパ クトは地域間で異な り,事件の発生地か らの近さに
比例 して,消 費者行動の変化は大きくなることが明 らかになった。 しか しな
がら 「家計調査」については,先 の特徴を見出すことは出来なかった。情報
量 と危険回避的行動が必ずしも比例 しているとはいえず,変 化の大 きいと予
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想された近畿地区の多 くの都市において,購 入数量に大 きな変化が見 られな
かったことは非常に興味深い。
本研究においては,こ れらの分析結果か ら挑戦的な仮説を導いてみたい。




この仮説 について既存研究 との比較を試みる前に,な ぜ家計調査対象世帯
は 「リスクを自身の取捨選択行動によってコントロールする」能力を有する
可能性が一般世帯 と比較 して高いと推測できるのかについて,簡 潔に述べて
お く必要があるだろう。家計調査に際 しては,全 国約8,000世帯が調査対象
世帯 として選択される。調査対象となった世帯は,購 入 したものについて購
入物品,数 量(個 数,重 量,単 位),時期,そ の用途および支払い方法等を,
規定の調査票にその都度記載することが求められる。対象世帯の選択は無作




リスク情報の解釈について,専 門家(技 術者)と 素人(一 般市民)の 間に
大きな相違があ ることは,リ スク認知研究においては常識 となっている。
土屋(2004)はこの相違が発生する理由について,知 識を作 り出すために
用 いている情報 の相違 と同時に,技 術に対する評価の相違があることを指
摘 している。技術 に対する評価については,専 門家では,そ れを扱 う企業













の時間的 ・空間的距離(論文中では 「関与度」)が影響すると述べ られてお
り,リスクの程度は望ましくない事象の発生確率 ×事象の重篤度 ×関与度
によって規定することがより実態に即 している主張 されている。特 にここ
での近畿地区における家計調査世帯は,他 地域の消費者 と比較 した場合に,
事件の被害者 となる高い可能性(=事 件 と自身の距離が近い)が ありながら
も,自身の判断によってそれを回避するような選択購買を行っていると考え
られるのである。











5.むすびにか えて 一消費者 の 「自立性 」育成 のため に一
従来の消費者政策に関する議論は,「(事業者 と比較 して)消費者は情報力
や交渉力において不利な立場にあることから,その格差を縮小する」(細川,
2007:p.23)というアプローチか ら行われてきた。 しかし今 日では 「消費者
保護基本法」が2004年に 「消費者基本法」に改訂されたことに象徴 される




ではなく,市場を ともに形成する主体 としての消費者の社会的責任を強 く認






は,一面では"勇 気ある行動,周 囲に流 されない強い意志"と いった よう
に,先天的な能力に期待 し,情緒的な解釈に頼ることも時には可能かもしれ






という点からも,ま た本当の意味で"自 立 した主体"を 目指す という意味で
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も,「正 しいこ と」 を教授す るので はな く,「正 しい情 報 にアクセ スす る方法」
を教授することが重要なのではないか。
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『食中毒(シ リーズ 食品安全性セミナー1)』中央法規 に基づいた。
2国 立国会図書館支部総務省統計図書館にて利用可能である。




量(新 聞報道量)の 時系列的変化の詳細については,樫 田智子(2006)「企業の
社会的応答に関す るステークホルダー ・アプローチか らの考察(2005年度名古
屋大学大学院博士学位請求論文)」において詳細を明 らかにしている。
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